
続きまして、私から対処すべき課題として、今期で最終年度を迎える、中期経営方針の進捗具合についてご説明いたしま
す。
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本日は、スクリーンでご紹介しております、５つの項目についてご説明いたします。
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当社は、社会や顧客の不満や不便といった「不」の解消に真摯に向き合い、個人ユーザーと法人クライアントの間に立ち、
最適なマッチングサービスを提供するという共通のビジネスモデルで事業活動をしています。



その事業活動を行う経営体制については、本年より、リクルートホールディングス内に設けていたSBU、すなわち戦略ビジ
ネスユニット、を各々独立させて統括会社を設置し、各SBUが自律自転するよう、組織再編を行いました。
具体的には、
・IndeedをはじめとするHRテクノロジー事業を統括する

HRテクノロジーSBU
・国内外の販促メディア事業や国内HR事業を統括する
メディア&ソリューションSBU
・国内外の人材派遣事業を統括する
人材派遣SBU
の3つのSBUです。
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このグループ組織再編により、各SBUが戦略をさらに、スピーディに推進していきます。リクルートホールディングスは、長期

での企業価値の向上に努めるとともに、グループガバナンスやリスクマネジメントなどの、モニタリング体制の進化、整備を
してまいります。
また、リクルートホールディングスの取締役会については、本日の決議を経て、新任取締役を迎えた新しい体制となります。
今後新たな取締役を迎え、より一層の株主価値の持続的向上を目指してまいります。
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続きまして、3つのSBUごとの中期事業戦略について、お話しをいたします。
「HRテクノロジー」は、既存事業での高成長を目指し、求人広告事業以外の人事関連周辺領域も取り込みながら、HR業務
プロセス全体の、効率化に寄与していきます。
「メディア＆ソリューション」は、高いEBITDAマージンを維持しながら、売上収益の安定成長を目指します。
具体的には、クライアントの業務負荷を軽減する、業務支援サービスの拡充にも注力してまいります。
「人材派遣」は、独自の経営手法「ユニット経営」を活用しながら引き続きグローバル規模でEBITDAの安定成長を目指して
まいります。
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さらにHRテクノロジー事業から具体的にお話しいたします。売上収益については、2019年3月期に20億ドルを超えるとの見
通しを、ほぼ一年前倒しで達成しており、高い成長を継続しています。
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今後は、人事関連周辺領域を取り込みつつ、引き続きIndeedの優れたテクノロジーを基盤に、様々なM&Aも活用して、人
材ビジネスにイノベーションを起こしてまいります。



またHRテクノロジー事業では、本年5月9日に発表いたしました通り、米国グラスドア社が当社グループに加わる予定で
す。グラスドア社は、2007年に設立され、現在は従業員約750名の企業です。一番のポイントは、4000万に及ぶ元従業員
等による、企業の口コミ情報サイトとして、大変高い知名度を誇っていることです。
この買収によって、当社グループに、非常に知名度の高いサービスが加わり、HRテクノロジーSBUが強化されるとともに、
経験豊かで優れた人材が、グループの一員となることで、
さらなる進化が可能となります。
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グラスドア社の買収後のマネジメントについては、HRテクノロジー事業傘下に、Indeedと並んで位置付け、ガバナンスするこ
とになります。
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「メディア＆ソリューション事業」は、既存事業の強化と新規事業の創出により、売上収益の安定した成長を遂げてきました。
今後も新規事業開発投資を強化しながら、それらの投資を含めても、EBITDAマージンは20%前半程度で維持することが可
能と考えております。
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メディア&ソリューション事業では、個人と企業を繋ぐマッチングプラットフォームと、企業向けの業務支援サービスを、クライ
アント企業に提供しています。
マッチングプラットフォームに関しては、掲載される企業の情報が、いかに適切に、数多くの個人ユーザーにお届けできる
かが、大変重要になりますので、この仕組みづくりに磨きをかけ続けております。

一方、業務支援ソリューションに関しては、当社の顧客の多くを占める中小企業様向けに、本業に専念していただけるよう
な、業務支援サービスを拡充させることに取り組んでいます。
こうした取り組みを通じて、新規の法人顧客と、既存法人顧客の取引が拡大することで、安定的な成長と、収益性の維持
を目指します。
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人材派遣事業については、国内派遣が、好調な市場環境を背景に、9.9%の増収となるとともに、EBITDAは１５%の増益とな
りました。
海外派遣では、買収したオランダUSG People社の新規連結分が2か月分寄与し、11.6%の増収となりました。
一方、米国において、一部業界の厳しい経営環境によって、取引が減少する等の一時的な影響から、EBITDAは7.4%の伸
び率にとどまりました。
国内人材派遣事業の需要としては、堅実な企業業績に加え、少子高齢化による、構造的な人手不足をうけ、引き続き安定
しております。
また海外においても、アメリカの力強い経済状況、また、経済危機を脱した欧州の堅調な経済状況を受け、世界的に人材
派遣事業の需要は安定しております。
このような経済環境の中で、今後も引き続き、独自の経営ノウハウ「ユニット経営」によって、安定したEBITDAの成長に取り
組んでまいります。
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2019年3月期の通期見通しにつきましては、連結売上収益は、HRテクノロジー事業の高成長等により、前年同期比5.9％増
の2兆3,020億円を見込んでいます。
連結EBITDAは、HRテクノロジーの高成長に加え、メディア＆ソリューション事業の安定的な成長により、前年同期比10.3%
増の2,850億円、
調整後当期利益と、調整後EPSは17.3%の伸びを見込んでいます。



財務方針につきましては、「３年間の調整後EPSの年平均成長率1桁後半」を、経営指標としております。
最終年度である、今年度の調整後EPSの見通しを含めて算出すると、３年間の年平均成長率は13.5%となり、経営指標を
達成する見通しです。
資本効率性については、2018年3月期のROEは19.3％となり、目安としている15%を上回りました。
引き続き、自己資本利益率15%を目安として
経営を進めてまいります。
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株主還元につきましては、2017年2月13日に公表させていただきました通り、株主の皆様への利益還元の更なる充実を図
るため、配当性向を見直し、「親会社の所有者に帰属する当期利益から非経常的な損益を控除した金額に対して30％程
度」とさせていただいております。
結果としまして、進行期の一株当たり年間配当額は、2018年3月期と比較して４円増配の27円を予定しております。

16



最後に、当社グループのサステナビリティ活動についてご説明いたします。
社会への価値創出を目的とした活動をサステナビリティ活動と呼び、スクリーンでご説明している「3つの行動指針」をもって、
事業だけでなく、社会貢献活動や、
社内の多様な組織づくりにも取り組んでいます。
本日は、昨年度までの活動実績の一部を映像でご紹介いたします。
どうぞご覧ください。

（映像）約6分

いかがでしたでしょうか。
当社グループは、今後も、事業で社会に貢献すると同時に、事業以外でも、このような活動に積極的に取り組み、引き続き
企業価値の向上に努めてまいります。
株主の皆様におかれましては、今後ともご指導、よろしくお願いいたします。
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